
通番 分類 内容（要約） 回答

1
減免制度の見直
しについて

なぜ使用料減免制度を見直す必
要があるのか。

今回の見直しは、施設利用者にも利用の対価として一定の負担をいただくことで、利用と負担の適正化を図り、
必要な施設をこどもや孫の世代に引き継いでいくことを目的としております。
本市は他の中核市よりも公共施設が多く、築30年以上の施設が約75％以上を占め、維持管理には多大な費用を要
します。すべての施設を更新する場合、今後30年間で約4,000億円以上の財源が不足する見込みとなっています。
市では、経費削減や施設運営の効率化に取組み、施設を利用される皆様にも維持管理に必要な費用の一部をご負
担いただくことをご理解いただき、限られた財源の中で公共施設を維持していく必要があると考えています。

2
減免制度の見直
しについて

物価高騰の折、今、見直す必要
があるのか。

施設維持管理にかかる多額な経費の財源不足に対し、本市では持続可能な市政運営に危機感を持ち、使用料及び
減免制度の改正が急務であると判断しとました。
使用料については、体育施設や文化施設は平成10年度の改定から、公民館等は昭和59年度の改定から据え置きと
され、使用料の水準の適正化は長年の課題でした。
そのため、統一的な使用料算定基準を整備し、来年度から施行する使用料については、社会情勢や物価状況の変
動を考慮した上で、激変緩和による上限調整を図った負担設定としております。
将来世代への負担の先送りを抑制するためにも、利用と負担の適正化の見直しを進めていく必要があると考えて
います。

3
減免制度の見直
しについて

新たな使用料も減免制度も令和9
年4月から施行では、翌年の各団
体の活動スケジュールに反映す
るまでの時間がない。減免見直
しのスケジュールを遅らせるこ
とはできないか。

各利用団体の活動を考慮し、昨年度の使用料改定の時から、減免制度の見直しを併せて行うことを住民説明会や
パブリックコメント資料でお示しし、各施設の見直し案を本年7月中旬から順次お知らせしてまいりました。
現行の減免制度を一定期間延期した場合、公民館等を利用する団体は一時的に負担が全く生じない状態となりま
す。この状態を継続後に、改めて新減免基準により負担をお願いすることは、制度変更を二段階で行うこととな
り、利用者の混乱を招くことや施設維持の観点からも課題があること、また、ネットモニターやアンケートなど
において、減免制度の見直しは必要という意見も多くある中で、減免制度の見直しだけを遅らせることは考えて
おりません。

4
減免制度の見直
しについて

現行の使用料設定の際に減免規
定を定めた政策的理由もあった
はずだが、なぜこれを改めざる
を得なかったのか。

開設当初の減免の取扱いについては、施設の利用促進や関連施策の推進、活動支援などの観点から幅広く減免を
行ってきた経緯があります。
しかし、現在、各施設の老朽化が進み、維持管理や改修に要する費用は今後さらに増加していくと見込まれま
す。
このため、本市では、持続可能な市政運営に危機感を持ち、必要な施設を未来につなぐため、昨年度から使用料
及び減免制度の見直しを再開しました。

意見・質問への回答(住民説明会・アンケート・ウェブ) 資料６
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通番 分類 内容（要約） 回答

6
減免制度の見直
しについて

今回の見直しは郡山市独自のも
のか。国からの指示等があって
のことか。

使用料は、地方自治法を根拠に、各自治体が施設の目的や設置状況、利用状況、財政状況等を踏まえて条例で設
定しています。
公共施設の老朽化や更新費用の課題は全国で共通しており、近年各自治体で使用料及び減免制度の見直しの動き
は広まっています。
本市では、平成31年４月に「公平な受益と負担の基準」を策定し、その翌年度に向けて使用料の見直しを予定し
ていましたが、東日本台風や新型コロナウイルス感染症等の対応優先に見直しを延期した経緯があります。

5
減免制度の見直
しについて

段階的移行を検討してほしい。

現在、公民館の免除団体は、使用料は全額免除であっても、冷暖房費として使用料の20％は負担いただいていま
す。来年４月から適用となる使用料は、気候変動の影響により冷暖房費使用期間が長期化している状況を鑑み、
冷暖房費込みの料金設定としており、「公平な自益と負担のあり方に関する基準」に基づき、使用料と減免制度
の見直しは併せて行う必要があると考えております。
使用料の改定では、料金体系の見直しに加えて激変緩和を設けており、また、「公平な受益と負担のあり方に関
する基準」では、減免割合の設定を原則50％としているところ、行政の補完的役割を担う公益的活動団体は、現
行負担額を考慮した75％減免を設定し段階的移行に配慮しています。
なお、地区・地域公民館等における制度見直し前後の利用者一人当たり負担額の推移は以下のとおりです。

各貸出室の利用者数は、稼働率調査から算出してい

ます。

※使用料は１回４時間あたりの金額です。

※現行平均の減免後負担額は冷暖房費負担分です。
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通番 分類 内容（要約） 回答

7
減免制度の見直
しについて

今回の減免制度の見直し案を設
計するにあたり、他自治体の事
例を調査、比較したか。

公共施設の老朽化や維持管理・更新費用の増加は各自治体で共通した課題であり、多くの自治体で使用料や減免
制度の見直しが実施されています。
施設使用料や減免制度は各自治体の施設の状況などに応じて制度設計されており、自治会や地域福祉、社会教育
なども50％減免とする例や免除は原則行わず公共性の高い事業に限定する例があるなど様々です。
本市は、こうした他自治体の事例も参考としながら、本市の施設状況や見直しの目的、現行減免制度の負担状
況、来年度施行の使用料改定等を踏まえて制度設計を検討しました。

8
減免制度の見直
しについて

今回の見直し（使用料改正及び
減免制度の見直し）により、ど
れ程の増収が見込まれ、どのよ
うな優先順位で活用されるの
か。

公民館や体育館などの貸館施設全体で年間約1億円の増収を見込んでいます。負担いただく施設使用料は、その増
収分も含め、施設維持及び管理運営に優先して充て、市民サービスへ還元します。

9
減免制度の見直
しについて

公共施設はそもそも全額税金で
運営すべきで、受益者負担はな
じまないのではないか。

地方自治法では公の施設の利用について使用料を徴収できることが定められており、こうした法制度を踏まえ
て、施設を利用する方と利用しない方との負担の公平性を図るため、各自治体が受益者負担の考え方に基づき使
用料を設定しています。
施設利用に当たっては光熱水費や設備の点検、修繕など、施設を安全に利用できる状態を維持するための経費が
かかります。
施設利用者は、部屋の貸切や設備の利用といった個別のサービスを受けており、サービスの対価として使用料を
負担いただくものと考えております。

10
減免制度の見直
しについて

公共施設は公金で賄われてお
り、利用料徴収は税の二重取り
ではないか。

公共施設の使用料は、地方自治法に基づき各自治体が条例で定め、施設の利用に応じて徴収されるものであり、
二重取りには当たりません。
使用料の減免制度は本来施設利用者に負担いただく使用料の全部又は一部に対する公費支援であるため、減免の
必要性や公益性を十分に考慮する必要があり、今回見直しを行うこととしています。

11
減免制度の見直
しについて

医療保険や介護保険も利用して
いない市民から税負担を強いて
いる。これは将来利用すること
を前提としている制度であるか
ら。公共施設も同じで、施設を
利用していない者からの税負担
を含めた公費で施設維持がなさ
れていても、なんら不公平では
ないのではないか。

介護保険は公費・保険料で支えつつ、実際にサービスを利用する方には一定の利用者負担を求める仕組みとなっ
ています。公共施設も同様に、公共的な役割を持つことから維持管理費の一定部分を市民全体の税で負担する一
方、施設を実際に利用する方には、部屋の貸切や設備の利用という個別のサービスに対して使用料を負担いただ
くものです。
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通番 分類 内容（要約） 回答

12
減免制度の見直
しについて

市の財政状況の課題だけのため
の見直しではなく、福祉や文化
団体の活動の大切さにも配慮し
た上で減免制度の見直しを実施
してほしい。

使用料の減免制度は、受益者負担の原則の例外として公費により活動を支援するものであることから、活動の公
益性や市の施策との関連性、施設の設置目的との整合性などを踏まえて減免の必要性及び減免割合を勘案して見
直しを実施しています。
公民館や福祉センターなどの地域住民の利用が中心の施設においては、地域の福祉向上を目的として設立され、
その目的達成のため継続的かつ計画的に支援活動を行う団体については、75％減免を設定し、その活動を支援し
つつ、維持維持に必要な最小限の負担をお願いする案としております。
今回の見直しは、貸館施設の所管課と財政課で検討を重ね、市役所での説明会は教育委員会や保健福祉部などを
含めて合同で開催しました。
減免見直しに当たっていただいた御意見・御提言については、全庁で共有し、市民活動や保健・福祉、生涯教育
など、市政全般にわたる施策の推進に反映してまいります。

13
減免制度の見直
しについて

社会教育法において、公民館は
図書館と同じ社会教育施設。受
益者負担の原則を当てはめなく
ても良いのではないか。

図書館は法令により「公立図書館は、入館料その他図書館資料の利用に対するいかなる対価をも徴収してはなら
ない。」と定められております。そのため、本の貸出や閲覧は無料ですが、中央図書館内の視聴覚ホールや会議
室については公民館等の貸館と同様に使用料を設定し、利用者の皆様に使用料を負担いただいています。

14
減免制度の見直
しについて

利用者負担増により高齢者・障
害者・子ども向け活動が縮小し
ないか。

今回の見直しは、施設利用者にも利用の対価として一定の負担をいただくことで、利用と負担の適正化を図り、
必要な施設をこどもや孫の世代に引き継いでいくことを目的としております。
活動に支障がないように稼働率の状況やルール・運営の見直しをあわせて行いながら、利用しやすい施設の維持
に努めてまいります。

15
減免制度の見直
しについて

施設の維持管理をするにあた
り、利用者から使用料を徴収す
ることは必要だとは思うが、こ
ども向けの利用については、配
慮してほしい。

公民館の場合、青少年健全育成活動に配慮し、地域のこども会・育成会やスポーツ少年団については75％減免と
設定し、その活動を支援しつつ、維持管理に必要な最小限の負担をお願いする案としております。

16
減免制度の見直
しについて

利用者や施設利用状況への影響
をどう見込んでいるのか。

稼働率調査の利用者数実績を基に、利用者負担の推移を算出したところ、地区・地域公民館の場合は、現行、1人
１回４時間当たりの負担が約10数円であるのに対し、見直し後は75％減免の場合は約20数円、サークル活動等
50％減免の場合は約40～50数円と見込んでいます。
使用料については、体育施設や文化施設は平成10年度の改定から、公民館等は昭和59年度の改定から据え置きと
され、使用料の水準の適正化は長年の課題でした。
来年度から施行する使用料については、社会情勢や物価状況の変動を考慮した上で、激変緩和による上限調整を
図った負担設定としておりますので、本見直しの目的からご理解をお願いいたします。
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通番 分類 内容（要約） 回答

17
減免制度の見直
しについて

公民館は各地域の文化的交流の
場であり、誰もが自由に参加、
活動できる場であるべきで、受
益者負担の原則には納得がいか
ない。利用の大半である高齢者
の活動が衰退するのではない
か。

公民館は地域の身近な社会教育施設として、年齢や立場に関わらず、誰もが学習や文化活動、地域活動などに参
加できる場です。そのため公民館では、地域の実情や課題に応じて地域交流、子育て支援、高齢者の生きがいづ
くり、健康づくりなど、誰もが参加できる様々な主催事業を実施しております。こうした公民館主催事業は、広
く市民に学習や交流の機会を提供する公民館本来の役割として実施しているものであり、施設の使用料を負担す
ることなく参加することができます。
また、主催事業以外において、団体が自主的な活動のために公民館の貸出室を一定の時間利用する貸館の使用料
についても、公民館は市民に自由に参加・活動できる場であるという認識のもと、施設に維持管理に必要な経費
のうち、75％をあらかじめ公費で負担することとし、使用料を設定しております。（【資料2】公共施設使用料に
係る減免ガイドラインP2参照）
しかしながら、公民館の維持管理には多額の費用がかかっており、加えて物価高騰の影響により年々費用も増加
しており、このまま見直しを見送ると、皆様の活動の場自体が維持できなくなるおそれがあります。公共施設を
次の世代に引き継ぐためにも、施設維持管理に必要な使用料の負担についてご理解をお願いします。
今後も誰もが参加できる高齢者の生きがいや健康づくりなどの主催事業を継続するとともに、高齢者を含む市民
の自主的な交流・学習・文化活動等についても社会教育としての意義を踏まえて、一定の減免により活動を支援
してまいります。

18
減免制度の見直
しについて

市民の文化活動の衰退につなが
るのではないか。

各公民館では、誰もが参加できる高齢者の生きがいや健康づくりなどの主催事業を引き続き実施するとともに、
地域での活動を支えるため、地区文化祭や地区体育祭に対して公民館の共催事業として支援しております。
また、市内の文化活動や音楽活動の発表、演奏等の事業を支援するため、市民文化祭や市民音楽祭において対象
施設利用の際の事業減免を設けており、今後も各施設と連携しながら全庁で検討してまいります。

19
減免制度の見直
しについて

会員が少ないサークルについて
は、統合や連携を促す工夫をす
ることにより、減免制度の見直
し後でも活動を継続できるので
はないか。

サークル会員を募りながら利用人数や用途にあわせて施設を選定いただけるよう、市でも各施設の情報提供に努
めてまいります。

20
減免制度の見直
しについて

使用料や減免見直しの内容は、
決定事項なのか。住民の意見は
反映されるのか。

使用料の改定は令和８年３月議会での議決を経て改正し、令和９年４月１日から施行されます。
令和８年度は周知及び減免制度の見直し期間としています。
減免制度の見直し内容は現時点案であり、皆様のご意見やパブリックコメントを踏まえ、令和８年11月に確定予
定です。
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通番 分類 内容（要約） 回答

21
減免制度の見直
しについて

使用料の改正、減免制度の見直
しについての周知・広報が不十
分ではないか

昨年度から実施している使用料の見直し及び減免制度の見直しについては、広報誌、ラジオ、町内会ふれあい
ネットワーク、各施設でのチラシの掲示、各種サイトなど、様々な媒体を使って周知・PRしています。
【参考】R7使用料見直し住民説明会参加人数：521名、R8減免制度見直し住民説明会参加人数395名、使用料見直
しWebサイト閲覧数(R7.10.1～R8.9.10)：4,636回、減免見直しWebサイト閲覧数(R8.7.3～R8.9.10)：3,541回、
ネットモニター回答数：403名

22
減免見直し案の
内容

一度減免申請を提出し、ある施
設で団体減免率が決まれば、市
内のどの施設でも同じ減免率で
利用できるのか。施設によって
減免率は変わるのか。

地域住民の利用が中心の施設（公民館、ふれあいセンター、コミュニティセンター、総合学習センター、障害者
福祉センター、地域交流センター、男女共同参画センター等）では、行政の補完的役割を担う公益的活動団体に
対し75％減免とする案としており、これは上記類似施設間で共通した扱いとする予定です。
また、市と共催で行う事業や、市の委託事業で使用する場合等に該当する全額免除は、市内の全貸館で共通した
減免割合を設定する案としています。
一方で各施設の設置目的に沿った施設固有の減免基準を設けている施設もあるため、市内のどの施設でも同じ減
免割合となるわけではありません。

23
減免見直し案の
内容

減免申請後、審査を行い最終的
に減免率を決定するのはどの所
属になるのか。

各施設で減免基準に沿って審査し、申請団体に対して減免割合を決定します。

24
減免見直し案の
内容

団体の構成員のうち、郡山市民
が半数以下の場合はどうなる
か。

団体の構成員の半数以上が郡山市民であることを減免団体の要件とする案としています。（郡山市民が半数未満
の場合は減免対象外）
（【資料２】　郡山市公共施設使用に係るガイドライン（案）P7参照）

25
減免見直し案の
内容

趣味・サークル活動の団体が使
用料を一部負担することはやむ
を得ないが、方部民生児童委員
協議会や補導員会等の公益性の
高い団体にはこれまで通り冷暖
房費のみの負担としてはどう
か。

方部民生児童委員協議会等の行政の補完的役割を担う活動を行う団体については、その公益性や行政施策との関
連性から、75％減免とすることを案としています。またこのような団体は現在も公民館を使用する際は、冷暖房
費として使用料の20％分を負担していただいることを鑑み、減免見直し後においても、冷暖房費相当分と施設維
持管理に必要な最低限の負担をいただきたいと考えています。
（【資料2】公共施設使用料に係る減免ガイドラインP9参照）

26
減免見直し案の
内容

公民館利用時、サークル活動団
体が年数回ボランティア活動や
地域活動を行えば、75％減免が
適用されるか。

行政の補完的役割を担う団体の要件は、広く地域社会の貢献を目的として組織された団体であり、活動効果が地
域社会又は地域課題の解決に還元され、組織目的達成のための活動を年間で継続的かつ計画的に行う公益的活動
団体としています。
団体減免は、施設利用者が円滑に利用できるよう年間を通じた活動目的及び活動内容で判定するため、一時的な
活動部分をもって減免割合を変更することは考えておりません。
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27
減免見直し案の
内容

ボランティア活動団体、支援活
動団体、自助団体の減免割合は
どうなるか。

公民館や福祉センターなどの地域住民の利用が中心の施設において、次のいずれかに該当する場合は75％減免と
する案としています。
①郡山市社会福祉協議会ボランティアセンターのボランティア登録団体
②河川愛護活動や公園愛護活動のボランティア活動団体
③障がい者支援や被害者家族支援などの社会生活に困難を抱える者の支援活動団体・自助活動を継続的かつ計画
的に行う団体
（【資料２】　郡山市公共施設使用に係るガイドライン（案）P9参照）

28
減免見直し案の
内容

障がい者団体はどの減免割合
か、わかりやすく提示してほし
い。

利用施設・活動目的・活動内容・利用者状況により異なります。
【公民館を利用する場合の例】
①障がい者支援のための相談や意思疎通支援、障がい者又はその家族の支え合い等を活動目的として、継続的か
つ計画的に支援活動を行う団体　75％減免
②障がい者による趣味・学習・交流目的のサークル活動　50％減免
③上記①又は②で貸館利用者（免除対象介護者を除く。）の半数以上が身体障害者手帳等を所持している場合
全額免除（郡山市障害者の利用に係る公の施設の使用料の免除に関する条例の適用）

【障害福祉センター利用の場合】
①障がい者支援のための相談や意思疎通支援、障がい者又はその家族の支え合い等を活動目的として、継続的か
つ計画的に支援活動を行う団体　75％減免
②障がい者による趣味・学習・交流目的のサークル活動　75％減免
③上記①又は②で貸館利用者の半数以上（免除対象介護者を除く。）が身体障害者手帳等を所持している場合
全額免除

29
減免見直し案の
内容

郡山市障害者の利用に係る公の
施設の使用料の免除に関する条
例に該当する施設に障害者福祉
センターが明記されていない。
障害者福祉センターを利用する
障害者会員で構成された団体は
全額免除となるのか。

郡山市障害者の利用に係る公の施設の使用料の免除に関する条例に該当し全額免除となる場合は、郡山市障害者
福祉センター条例に基づき、全額免除となります。
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30
減免見直し案の
内容

受益者負担の考え方には納得す
るが、サークル活動団体につい
て、男女共同参画センター（さ
んかくプラザ）のみ減免廃止と
なるのはなぜか。

今回の見直しでは、施設利用団体の公益性、行政施策との関連性、施設設置目的との整合を勘案し、減免率を設
定することを案としています。
男女共同参画センター（さんかくプラザ）は、これまで婦人会館時代からの経緯でサークル活動も幅広く減免の
対象としてきましたが、施設設置目的を鑑み、サークル活動に対する公費支援（減免）を終了し、男女共同参画
や人権擁護等の課題解決に取り組む団体及び行政の補完的役割を担う団体への限定的な設定に変更します。
なお、男女共同参画センターが主催する「男女共同参画フェスティバル」に出展する場合の準備行為（練習、制
作、会議等）など、男女共同参画社会の促進を図る行政施策との関連事業については、新たに事業減免を新設す
るなどの拡充を図る案としております。

31
減免見直し案の
内容

団体減免を受け中央公民館を利
用する際には、麓山地区立体駐
車場も無料で利用させてもらっ
ている。減免見直しにより、こ
の取り扱いも変更となるか。

減免制度見直し後の基準において、施設使用料の免除もしくは一部減免を受け、中央図書館、中央公民館、公会
堂、21世紀記念公園、麓山公園、労働福祉会館、市民文化センター、さんかくプラザ、歴史情報博物館を利用す
る場合には、麓山地区立体駐車場の料金も引き続き無料とする予定です。

32
減免見直し案の
内容

公民館を有料化してしまった
ら、災害発生時の避難場所にし
なければならない時に混乱を招
くのではないか。

災害発生時の避難場所として使用する際には、市で避難場所を設置するため使用料はかかりません。

33
減免見直し案の
内容

使用料、減免制度が見直され、
翌年度から施行された結果、施
設稼働率が下がった場合、5年後
にどのような見直しが実施され
る見込みか。

今回の見直し前後における使用料収入や施設稼働率の推移、公共施設総合管理計画の進捗や、市の財政状況、時
世の変化等を総合的に勘案し、次回の見直し内容は検討します。
減免制度ではなく、施設使用料自体については、使用料公共施設コストや稼働率、施設の状況を踏まえて、複数
年の実績を基に算定するため、引き上げもあれば据え置きとなる可能性もあります。

34
減免見直し案の
内容

来年度からの使用料は、時間帯
で料金が変わるのか。金額はい
つ分かるか。

現行の使用料は、午前・午後・夜と異なる額ですが、来年度から利用する時間帯によらず、平準化した料金に統
一しました。
来年度からの使用料の料金は、令和８年３月に条例改正済であり、市ウェブサイトに新旧対照表を公開していま
すのでご確認ください。（URL:https://www.city.koriyama.lg.jp/soshiki/25/4723.html）

35
減免見直し案の
内容

新しい使用料を下げることはで
きないか。

すでに使用料については令和9年4月施行に向け、令和8年3月定例会で条例改正の議決をいただいております。使
用料について、体育施設や文化施設は平成10年度の改定から、公民館等は昭和59年度の改定から据え置きとさ
れ、使用料の水準の適正化は長年の課題でした。
来年度から施行する使用料については、社会情勢や物価状況の変動を考慮した上で、激変緩和による上限調整を
図った負担設定としておりますので、本見直しの目的からご理解をお願いいたします。
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36
公共施設の手続
き・運用の検討

予約可能期間は従前のままか。

予約可能期間は施設の利用対象や規模等に応じて施設ごとに設定しています。新料金の施行に際して現行と同じ
予約可能期間とする施設が主ですが、利用状況等を踏まえて予約可能期間の見直しを検討中の施設もあります。
なお、公民館については、中央公民館は利用日の6か月前から、その他の公民館においては、利用日の2か月前か
ら予約可能であり、減免制度見直し後も同様の運用を予定しています。

37
公共施設の手続
き・運用の検討

月の利用回数制限はあるのか。
月の利用回数制限の設定については、各施設ごとに設定しておりますが、施設の稼働率等を勘案し、今回の見直
しに併せて設定を検討している施設もあります。

38
公共施設の手続
き・運用の検討

令和9年度に向けた減免申請スケ
ジュールは。

公民館については、例年通り12月～1月に各公民館で申請の受付を行う予定です。
各施設においても、次年度に向けた減免申請時期を設定し、お知らせをしてまいります。

39
公共施設の手続
き・運用の検討

毎年の手続きが負担となってい
るが、減免申請手続きの見直し
は行わないのか。

施設利用団体の負担が軽くなるよう、公民館に意見も聞きつつ、書類や手続きに簡素化・効率化について検討し
てまいります。

40
公共施設の手続
き・運用の検討

・予約キャンセルをすることは
他の利用者も同じでお互い様な
ので、キャンセル料は設定しな
くても良いと考える。
・キャンセル料は設定した方が
よいと考える。
（両方の意見あり）

現行制度でもキャンセル料は各施設で規定されており、全額免除団体以外の利用団体が予約取消をした場合に
キャンセル料が発生しております。限られた公共施設をより多くの利用者が公平に利用できるようにするため、
キャンセル料を設けています。キャンセル料に関するルールの見直しも併せて検討し、今後キャンセル料が生じ
てくる利用団体には減免申請時をはじめとして、各施設で丁寧に説明していくこととします。

41
公共施設の手続
き・運用の検討

予約システムの改良はあるか。
公共施設案内・予約システムについては、令和10年１月の全面リニューアルを予定しており、従来のオンライン
予約機能に加え、オンライン決済やキャッスレス決済といった様々な支払い方法への対応、利用実績のオンライ
ン報告など、新たな昨日の搭載により、利用者の皆様がより利用しやすいシステムを計画しております。

42
公共施設の手続
き・運用の検討

公民館について、施設稼働率を
上げるための方策は。

稼働率向上のため、定期講座や教室など公民館事業の充実を図るとともに、各種手続きのＤＸ推進により多くの
市民の方が利用しやすい公民館運営に努めてまいります。また、公民館機能の維持・向上のための老朽化対策に
加え、段差解消等ユニバーサルデザインに配慮した施設改修や備品等の整備を行い、安全に利用いただけるよう
維持管理に努めてまいります。

43
公共施設の手続
き・運用の検討

使用料の見直しではなく、公民
館の稼働率を上げて増収を見込
むことはできないか。

現行制度では、公民館利用団体のほとんどが全額減免が適用され、冷暖房費のみの負担で、使用料を負担いただ
いておりません。
稼働率の向上だけでは増収は見込めないため、減免制度の見直しをした上で、施設稼働率の向上についても並行
して検討していく必要があります。
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44
公共施設の手続
き・運用の検討

使用料を低く設定し、全利用者
に負担させて、減免制度を廃止
することを提案する。稼働率向
上と使用料収入増を両立できる
のではないか。

令和８年３月定例会を経て条例改正を行った本市の使用料は、各施設の設置目的や役割に応じて公費負担と受益
者負担の割合を予め設定した上で算定を行いました。例えば、公民館や総合福祉センターなどは、設置目的や公
共的役割を考慮し、公費負担を高く、受益者負担を低く設定しております。
また、使用料改定に当たって冷暖房費込みの使用料とし、分かりやすい料金体系に配慮するとともに、激変緩和
による上限調整を行いました。
そのため、公民館の収容人数１人当たりの１時間単価を県内中核市及び周辺市と比べると、改正後も低い水準に
あります。
ご提案にあるとおり、使用料を段階的に見直しするなかで、受益者負担を原則として、活動の公益性や市の施策
との関連性、施設の設置目的との整合性などを踏まえて減免の必要性及び減免割合を勘案して設定する見直しと
しています。

45
公共施設の手続
き・運用の検討

施設利用者に負担を求める前
に、市の施設運営コストの削減
や税金の使い方を工夫してほし
い。

市では民間活力を活用した指定管理者制度やPFIを導入するとともに、屋内証明設備のLED化を進めており、電気
料等のトータルコストの縮減に取り組んでいます。さらに公共施設の予約システムやキャッシュレス決済を導入
するなど、施設運営のDX推進を通じて職員の生産性向上や職員配置の適正化、業務効率化によりコスト削減に努
めてまいります。

46
公共施設の手続
き・運用の検討

体育館や図書館のように、各施
設にスポンサーをつけるなどし
て収入増の工夫ができないか。

現在20の施設でネーミングライツを実施しています。なお、市で策定しているネーミングライツ実施に関する基
本方針では、スポンサーとなる法人のメリットを考慮し、知名度が高く多くの利用者を見込める施設において募
集をかけることとしておりますが、引き続きニーズにあわせ効果的な財源確保に努めてまいります。

47 その他
老朽化で廃止される公民館を教
えてほしい。

令和8年3月に策定した「第二期郡山市公共施設個別施設計画」では、各施設の建物の耐用年数による建物評価と
稼働率などのサービス評価と組み合わせて総合的に勘案し、各施設を継続、サービス廃止、廃止といった方針に
分類しました。
施設方針に基づき、具体的な廃止等を決定する際には、住民の皆様との意見交換を通じてご意見を把握し、協議
を重ねながら丁寧に進めてまいります。
なお、施設方針において廃止の検討としている公民館は、各地区の分館や分室の一部です。

48 その他

健康長寿課所管の高齢者向けの
温泉、タクシー等に使えるサ
ポート券を公民館使用料にも使
えるよう検討してほしい。

ご提案いただいたサポート券の活用方法については、ご意見としていただき今後の業務の参考とさせていただき
ます。
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